
１　第一日目：１月３１日（火）

―司会（高山） 本日の最後のプログラムでござ

いますが、先ほどのスターンさんのお話を受けま

して、質疑のセッションに入らせていただきます。

進行を担当させていただきます国立公文書館理事

の高山でございます。よろしくお願いいたします。

すでにご案内の通りでございますが、今回の公文

書館実務担当者研究会議の統一テーマ「公文書館

における記録の公開と審査、日本の歴史公文書の

公開はどうあるべきか」という統一テーマが設け

られておりまして、そのもとで本日午前、スター

ンさんから公文書館制度における開示及び審査と

いうことについてお話をいただいたわけです。皆

様方は、今日の午前中藤原先生のお話もお聞きに

なっているということでございまして、今回の研

究会議のプログラムによりますと、ただいまから

の質疑に加えまして、明日午前中にやはりスター

ンさんを囲んで質疑というものが設けられており

ます。それから皆様方のグループ討議に移ってい

くプログラムです。まず先ほど来、スターンさん

から貴重なかつ示唆に富むお話をいただきまし

た。お手元に資料が配られておりましたので、ど

ういうお話だったかというつたないフォローをす

る必要がないかもしれませんが、大まかに振り返

ってまいります。最初にNARAの記録利用と担

当組織の概要についてご紹介がございまして、そ

の後NARAの活動の基本になっております連邦

記録法を中心といたしまして、記録の開示、請求

手続、利用審査手続に関する法体系を中心とした

お話がありました。それから連邦記録法以外の

NARAの保管記録に関する様々な関連する法規

と活動についてのお話がございました。中心的な

テーマといたしまして、最初に情報自由法、

FOIAと略されておりましたが、これがございま

して、それから個人情報の保護と申しますか、プ

ライバシーの問題。それからこれは日本にはない

わけでありますが、大統領ライブラリーを中心と

いたします大統領の特権というものがございまし

た。それから著作権の話があって、色々具体的な

特殊なコレクションとそれに関する対応という、

特別な法令とか命令についてというお話があった

と思います。そして機密・非機密記録物の区分の

基準、あるいは閲覧や利用の条件についてのお話

もあったかと思いますし、さらにはNARAの現

在と未来に関わってというようなことで、我々も

非常に大きな関心を持っております電子的な記録

についてのお話まで及んだかと存じます。一応当

初のプログラムからの流れといたしますと、本日

はスターンさんのお話を聞いたばかりでございま

すから、スターンさんのお話についてのご質問を

会場からいただく、そして明日はどちらというと

参加者の皆様が抱えておられる問題をスターンさ

んに聞いていただいてアドバイスをいただくとい

うふうにも読み取れるわけでございますが、色々

とお話を伺いますと、ご参加の皆様方のなかで、

今日一日しか参加できないという方もいらっしゃ

るようでございますので、あまり今日はこういう

質問はやらないほうがいいのかなというようなお

考えにならずに、スターンさんには申し訳ないの

ですが、いろんな問題をどんどん順序とか体系と

かに関係なく出していただいて自由な情報交換の

場を設けて行きたいというふうに考えます。もう

早速皆様方から、これは聞きたい、自分の時間の

都合でこの答えを聞いたらさっさと飛び出したい

という方もいらっしゃるかもしれませんから、ど
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うぞ遠慮なくお手をあげていただければと思いま

す。

◆75年ルール
―幸地　沖縄県公文書館の幸地と申します。先程、

スターンさんの素晴らしい有意義なお話を聞きま

して、何か明るい展望が開けてきそうな気が致し

ました。大変ありがとうございました。二三、質

問をさせていただきたいのですが、先程、利用制

限の長いもので75年までというお話があったので

すけれども、75年にした根拠、理由をご教示いた

だきたい。また、それぞれの内容によっては、制

限年数が50年とか25年とか、色々あると思うので

すが、その辺も、詳しくお願いしたいと思います。

これは個人情報についての利用制限のことです。

―スターン　最初のご質問、75年制限の根拠につ

いてでありますけれども、お答えとしては以下の

ようなものを申すことができます。50年ぐらい前

にさかのぼるわけですが、そもそも、当時からの

仮定として、人間の平均的な余命が75年ぐらいで

あるということから、もし75年の経過を待てば、

ある程度対応できるであろうというのが一つあっ

たと考えます。この制限を50年、25年と短縮して

いく可能性は、あまりないのではないかと考えま

す。むしろ寿命が延びているということから、ど

ちらかというと、その期間がむしろ長くなる可能

性が考えられましょう。

先程のお話の中で、バランステストについても

言及しましたけれども、ケース・バイ・ケースと

いう形で、個人情報に関しては設けられる期間が

短くなる可能性は考えられるというふうに申せま

しょう。

◆スペシャルルール・スペシャルアクセス（統計
等のための個人情報公開）

―幸地　一般の方が個人の何らかの目的で、ある

個人情報の資料を利用するときに、非公開資料の

場合は「これは非公開ですよ」とお断りするわけ

ですが、しかし、個人情報を見るのが目的ではな

くて、例えば統計を取るために必要なんだと。こ

れは一般に公表して、この統計を何らかのかたち

で社会の役に立てられないかという一つの公益性

があると思われるもの、「個人個人の名前とか、

そういう情報は必要ない。統計的なものを見たい」

というときに、一般の人が利用するのとは違って、

私たち沖縄県で見せる場合もあります。もう一つ、

見せる場合に、この利用者がちゃんと責任のある

団体の人なのか、何か悪意を持って、それで個人

攻撃するようなものではないということが明らか

に見られる利用者。この二つの観点から非公開情

報を利用させる場合があります。

ただし、この場合も複写はさせません。閲覧だ

けという条件です。性善説になるわけですが、見

せる。これは、事例の紹介になってしまったので

すが。ＮＡＲＡのほうでは、こういった調査目的、

あるいは、利用者の、信頼できる利用者なのかど

うかとか、またほかの理由とかで、非公開になっ

たものも、特別に利用させる場合があるのかどう

かを伺いたいと思います。

―スターン　大変良い点をご指摘いただいたと思

います。我々は、類似したようなケースで、スペ

シャルルールと呼んでおりますけれども、統計等

の研究のために個人情報に関しての利用を許可す

る場合があります。その当該個人に関しての情報

識別をすることなく、研究という目的のために、

こういった利用を可能にすることがあります。こ

の場合には、利用者がまず申請をし、それに対し

て私どもサイドで、そのニーズに関して評価を行

いまして、実際に当初はアクセスできないような

種類の資料に関して、実際に特別の利用を認可す

る（いわゆるスペシャルアクセス）というものです。

更に付け加えますと、一般的に私どもは、情報

の利用、アクセスということに関して、規定を設

けておりまして、だれに対してそれを開示するか

ということに関して、いわば差別をすることなく、

ある特定の人あるいはその対象に対して開示した

ものは、他者に対しても開示をするという方針

（オープン・ツー・ワン、オープン・ツー・オール）

を持っていますけれども、今、ご指摘のケースに

関しては、例えば統計目的のために特定の利用を

認可するということを設けているわけです。

◆利用制限期間が経過すると自動的に公開
―幸地　個人情報がある一定年限に達すると公開

されるということが、国立公文書館の利用規則に

ありまして、それをうちも準用させていただいて

います。それを基に、現在、公開判定基準を作成

しているところです。やがて出来上がると思いま
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す。今、それを作っている中で、一つお聞きした

いことがあります。これは利用制限です。例えば

学歴とか職歴とか財産といった情報が入った資料

は、30年たてば公開してもいいのではないかとい

うことがあります。それで、30年経った場合は、

自動的に公開ということで、今、話し合っている

わけです。ＮＡＲＡの場合、例えば情報の類型に

よって、それぞれ年限が違ってくるとは思います

が、その年限が来たら自動的に、直ちに公開処理

されるのでしょうか。あるいは、その時にまた審

査会を設けて、審査してからされるのか。その点

をちょっと伺いたいのですが。

―スターン　私どもの、75年ルールという場合、

公開をするときに、その個人情報が75年以上経過

した場合、それに対してもう一度審査を行ってか

ら個人情報を公開するということは致しません。

ですから、75年間がくれば、それで公開すること

になります。75年以内の場合には、現状を見て、

あるいは状況をみて、また検討する場合はありま

す。期限以内の場合であっても、先程申し上げた

ように、例えばバランステストを行ったり、さま

ざまな検討を行ったりして、個人情報に関しては、

その期限内に公開する時があります。

更に付け加えますと、個人情報の種類によって、

常に公開をされる種類のものもあります。例えば

公務員の場合は、個人情報とはみなされていませ

ん。すなわち、どのぐらいの年俸があるかですと

か、どのような個人的な背景があるか等に関して

は、実際に情報としては公開され、入手可能にな

っているということです。ただ、公務員の採用に

応募したけれども、それが拒否された場合には、

当該情報は一般の目から保護されるということに

なります。

◆起算年は文書作成から
―米川　国立公文書館の米川です。今日はどうも

スターンさん、ありがとうございました。

75年というのは、書かれているご本人の生年月

日から推測されるのでしょうか。それとも、その

文書が綴られた、作成・取得された年から75年と

考えたらいいのでしょうか。

―スターン　お答えですけれども、我々の規則の

中に、「その文書の日付から75年」というふうに

なっているものがあります。先程、私の講演の中

でもふれましたけれど、ＦＢＩの場合は、当該、

ある人の年齢が100年という形でお話もしました。

しかし、私どもの場合には、ある人の年齢を判明

するのも、なかなか難しいという観点に立ちまし

て、その文書あるいは書類の日付を起算致しまし

て、それに基づいています。

◆75年経てば、犯罪歴も無条件で公開
―米川　ありがとうございます。その件で、もう

一つ教えてください。75年経った後は、基本的に

無条件で公開ということ。再度の審査はしないと

いうことですけれども、例えば犯罪歴等が過去に

罪を犯したという記述があった場合でも、それは

公開になるということになるでしょうか。

―スターン　答えはイエスでして、75年を区切り、

期限としまして、そのある人の情報は公開される

ことになります。その前提としまして、まあ一般

的な法則として、その当人が死亡している確率が

非常に高いということで、死後そういったプライ

バシー関しては保護がないという前提・考え方に

基づいています。

ただ、さらに例外がありまして、75年を経過す

る前に、その人が死亡しているという確認が取れ

た場合には、より早期の段階で公開される可能性

があります。ＦＢＩを含んだ諸機関もやっている

ことですけれども、例えば、著名人などが死亡し

て、それに対してだれかが本を書いている場合に、

その本人に対して死亡が確認された場合には

FOIAに基づいて請求が行われ、当人に関しての

ファイルが公開されるという可能性はあります。

◆本人・遺族からNARAが訴えられた事例はない
―米川　ありがとうございます。今のお話で、も

う一つ疑問がわきました。これは、ここに参加さ
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れている方が一番心配していることだと思うので

すけれども、75年で基本的にすべての情報が公開

されたあと、遺族の方、または本人が長命な方で

生きていた場合、プライバシーの侵害だというこ

とで、ＮＡＲＡのほうが訴訟等を起こされるとい

うことは可能性としてはないのでしょうか。今ま

で、実績としてはありましたでしょうか。その点

だけ、教えてください。

―スターン　手短にお答えしますと、ノーと申せ

ましょう。私どもは今までのところ75年経って情

報が開示されたあとで、例えば本人が生存してい

て申し立てをしたという状況には遭遇していませ

ん。もちろんそういったことは理論的に考えられ

うることです。

ただ、75年が経過する前の段階で、個人情報が

公開されたということは、バランステストを行っ

て、公共の利害の方が、個人の状況よりも重みを

持つものだという結果が出て、行われたことはあ

ります。しかしながらその当事者あるいは関係者

が、ある程度情報の公開によって動揺を来したこ

とはあったかもしれませんが、そういった形での

情報公開した結果として、我々が訴訟の対象にな

ったことは、いまだかつてありません。

と申し上げましたけれども、一つ例がありまし

て、それについて申し上げたいと思います。比較

的最近の事例ですけれども、クリントン大統領の

問題に対して関与したスター独立検査官が、実際

に大統領のスタッフの１人であったビンス・フォ

スターと言う人物の自殺に関連して、検死解剖が

行われた時、だれかがその検死写真に関して、Ｆ

ＯＩＡ申請を提出しました。これに対して、フォ

スター氏の家族は異議を申し立てました。そして、

実際にこの申請に基づき、これを阻止しようとし

たわけです。最終的には、これは最高裁にまで持

ち込まれましたけれども、その過程で既に当該文

書、検死写記録がアーカイブのほうに移送・移管

されることになりました。

そして２年前に、最終的にこの事件に関しまし

ては、実際に公共の利害よりも本人のプライバシ

ーが優先されるべきであるという観点から、異例

ではありましたけれど公開を認めない判決があり

まして、それに対しては、実際にＮＡＲＡがかか

わっていたわけではありませんでしたけれども、

この書類がNARAに移管されたということから、

ＮＡＲＡ対当該請求者の名前で判例の名前がその

ままつけられました。

◆移管元機関からの制約
―米川　ありがとうございました。それでは、も

のすごく基本的なことを教えていただきます。最

初に、連邦記録法（ＦＲＡ）について教えてくだ

さい。

まず、先程のご講演の中で、移管元機関から30

年間の守るべき制約が付いてくるということでし

たけれども、移管元機関からの制約というのは、

情報の不開示についての制約ということでしょう

か。それとも、それ以外に何か制約があるのでし

ょうか。

―スターン　まず、一つ明確化させていただきた

いのですが、このＦＲＡに関連してですが、これ

に基づいての記録の制限は、最大限30年までとい

うことになっていまして、これは最低要件として

の30年ではないということです。

私がお話の中でも触れようとしていた点ですけ

れども、多くの場合には、30年を経過する前に移

管されることがあるわけです。また同時に、制限

付きということで、移管の時点では、こちらに対

してそれを伝えられていても、15年、20年、25年

以内で公開されることもあるし、場合によっては、

即時公開されるという場合もあります。

―米川　15年、20年、25年でも公開されるものが

あるということですけれども、それは移管元機関

が制約を付けなかったからでしょうか。それとも、

すでにそれまでに移管元機関で既にＦＯＩＡの請

求があって、もう公開・非公開の結論が出ている

ものでしょうか。そういうふうに制約をなくする

のは、ＮＡＲＡのほうから移管元機関に積極的に

働き掛けて、「この情報は制約を付けるものでは

ない」ということを伝えた結果でしょうか。

―スターン　次のような形でお答えできるかと思

います。実際にその資料が移管される時点で、

我々が機関に対して制約があるかどうかというこ

とを問うわけであり、それに関して、向こうから

特に言及がない場合には、私どもは前提として制

約がないと受け取ります。そして、場合によって

は、これをすぐにでも公開することがあります。

また同時に、当該機関として「ある」という形で

答えが返ってくれば、もちろんそれに対しての対
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応を取ることになります。

ただ、これにも例外があるわけです。例えば、

その情報が機密性の高い国家安全保障上の性格を

持っている場合には、我々としては、その機関に

対して、あえて向こうの言うことに更にこちらか

ら働き掛けるということはせず、一応その機関の

立場を尊重することになります。

―米川　ありがとうございます。その場合に日本

の場合ですと、移管されたものについて、いろん

な条件が付いた場合、一応、公文書館で中を見ま

して、ひょっとして中で間違っていないか、つま

り非公開情報があるのに付け忘れていないかとい

うことまで、見るようにしています。ＮＡＲＡの

場合ですと、移管するときに移管元機関の方が非

公開情報だという印を付けるといいますか、特定

をしないと、ＮＡＲＡのほうでは条件がないとい

うことで、それを基本的に無条件で開けることに

なるのですけれども、明らかに「これはちょっと

制約を付け忘れているな」というものであっても、

開けることになるのでしょうか。

それと、そういうふうに公開した場合に、元々

の原因は移管元機関にあると思いますけれども、

ＮＡＲＡとしては、例えば国家機密なり個人のプ

ライバシーを、所蔵資料を開けてしまったことで、

社会的に責任を問われる可能性はあるものでしょ

うか。

―スターン　明らかに移管機関のほうが、その文

書に関して制限がないと言っても、それは誤りで

あると、我々が「これは明らかに制限されるべき

である」と見た場合には、ＦＯＩＡに基づき公開

を差し控えることがあります。特に機密性の高い

国家安全保障に関する情報の場合がそうでして、

その相手方の機関が識別を誤った、あるいは誤っ

たファイルに入れたというような状況もありうる

ことで、そういった場合、もし我々がそれを認識

して、そしてそのファイルから取り出して保護の

対象にするという場合はあります。

もう一つの例としましては、先程、私の講演の

中でも申し上げたかと思いますが、特に司法省に

関しまして、こちらは刑事訴訟問題を多く扱うわ

けで、たとえ彼らのほうでは問題がないという認

識でありましても、我々としては、更に一段階付

け加えて検討を行うように心掛けています。場合

によりまして、特にプライバシーの問題等に関し

て引っ掛かってくる可能性があるので、更にステ

ップを取って、向こう側は「制限はない」と言っ

ても、我々としては努力を傾注するようにしてお

ります。

―司会（高山） 先ほどの個人情報、米川さんか

らの質問を通じて、もちろん日本とアメリカの文

化、アーカイブズがおかれている背景の違いとい

うことはありますが、それに基づいて、あるいは

それを超えて、こういうところは同じだな、こう

いうところずいぶん違うなあというところが、あ

る程度お分かりいただけたかと思いますが、そう

いうことが明らかになったところで質問が出てく

るのではないか。まだ議論されていない問題でぜ

ひ自分のところで課題を抱えているんだけれどと

いう方がありましたら、ぜひご発言をいただきた

いと思います。

◆大統領令12958成立の背景及び大統領令の25年
とFRAの30年の関係

―高橋　外務省外交史料館の高橋と申します。貴

重なお話をありがとうございました。２点、質問

したいと思います。

１点は、国家安全保障、国家機密の機密解除す

ること（declassify）に関してです。ＮＡＲＡで

は国家安全保障に関する情報のレビューとか機密

解除といったことに関する権限がなくて、もとも

との機関の指示に従うということだったのですけ

れども、一方で、1995年にクリントン大統領が大

統領令の12958を出されて、機密扱いの文書は、

一律に例外のものを除いて自動的に機密解除され

るということだったのですけれども、このような

非常に強力な政策が出てきた、一律解除、公開と

いうバックグラウンドはどうだったのかというこ

とを聞きたいと思います。

もう１点は、大統領令とＦＲＡの関係です。大

統領令だと25年と書いてありますが、一方で、Ｆ

ＲＡでは30年となっている。こちらの関係はどの

ような形になっているのかを聞きたいと思いま

す。よろしくお願い致します。
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―スターン　最初のご質問ですが、この大統領令

に関しては非常に興味深い背景があると申せまし

ょう。クリントン政権としては、過去に比べまし

て、政府においての情報の公開性ということを高

めようという努力が行われていました。そして、

実際にこの点に関して、研究者あるいはその他の

関係団体からパブリックコメント得ることによ

り、草稿づくりをしようということになりました。

たまたま私も個人的にＮＧＯでありますＡＣＬＵ

に所属していまして、この点に関しましては結果

として25年をもって公開すべきというコメントを

した１人です。

そして、最初の草稿に関しては、実は40年ルー

ルというのが盛り込まれるという機運もありまし

たけれども、一部の非難、批判を受けた形で25年

になったという経緯もあります。

そして、大統領令の25年という制限と、ＦＲＡ

は30年ということで、双方の関係ですけれども、

ＦＲＡに謳われております30年条項といいますの

は最大限での年限でして、これがそうでなくては

ならないという強制的な要件付にはなっていませ

ん。機関、あるいは大統領、または関係者が適切

であると考えた場合には、より早く、30年よりも

早い時期に、これを適用する可能性もあります。

ですから、大統領令に関しての25年とＦＲＡに関

連しての30年の期限は、必ずしも相対するもので

はないということが申せます。

◆非公開情報の分離作業プロセス
―垣花　沖縄県公文書館から参りました垣花とい

います。先程から本当に興味深いお話を直接お伺

いすることができて、大変感激しております。私

の質問は２点あります。

先程のお話の中で、非公開情報の分割というと

ころが出てきまして、閲覧申請時に公開ＯＫのも

のであれば、資料の箱ごとすぐお出しする。そう

でない、公開判定を要する資料については、２段

階に分けて作業を行っていくということでした。

その辺をもう少し詳しく聞かせていただければと

思います。

２点目に、その場で非公開だった部分を日本で

は袋がけをして出していますけれども、ＮＡＲＡ

の場合にはそうはしてないとおっしゃっていまし

た。それでは、どういうふうに対応していらっし

ゃるのか。この２点を聞かせ下さい。

―スターン　最初のご質問、非公開情報を分ける

際のステップに分かれたプロセスということで、

まず話をします。ＦＯＩＡ請求に基づいて、ある

一定期間においては、最初の段階で非公開情報の

分割を行うのが一般的、全般的なかたちでやられ

るわけです。私どもは、公開の対象となる非常に

大量の記録を処理し、それを公開していこうと努

力しているわけですので、まずその請求がありま

すと、実際に当該の箱の中のあるページに関して

差し控えることを行います。それが最初のステッ

プであり、実際のページに関して、更に問い合わ

せがあった場合に、第２のステップを取るという

形です。これでお答えになりましたか。

第２ステップとしまして、その特定のページを

見て、対象に対し、何が免除されており、何が免

除されていないかという観点から検討を私どもが

行います。そして、そこに個人情報があるという

判断がなされますと、そこを墨消しする、あるい

は何らかの方法で隠します。例えば人の名前とか、

ある人に対する記述ということです。例えば、そ

のページに関してその言及は文章一つかもしれな

い。それに関して第二のステップということです。

２点目に関してのご質問は、申し訳ありません

が、十分には分からないのですが、次のようなか

たちでお答えになるでしょうか。電子システムに

おきまして、墨消しを行うことができるわけです。

例えばマーカーなどを使わずに、その問題の個所

をはさむ、あるいはテープで張るという処置を取

ることもできます。

ただ、電子システムに関しては、非常に慎重に

やらないといけない部分があります。と言います
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のは、電子システムで墨消しをした後、プリント

をする必要があるわけでして、実際に墨消しをし

た部分が消されずに出てきてしまということがな

いように、ディスクでやるときがありますので、

その問題に注意してやらなくてはいけないという

ことです。これでお答えになりましたでしょうか。

―垣花　はい、どうもありがとうございました。

◆戦争犯罪資料の公開
―山本　アジア歴史資料センターの山本です。質

問は、日本帝国政府記録と日本戦争犯罪記録につ

いてです。ここの中に含まれている、いわゆるプ

ライバシーに関する個人情報も、ドキュメントの

作成から75年を経過すれば公開するという原則が

適用されて、戦争犯罪に関する資料も、すべて公

開されることになるのかという確認をしたいと思

います。

―スターン　これに関しては、お答えはノーです。

議会が通過させた特別な法律がありまして、これ

によって即時性を持った形で、75年が経過する前、

60年という一つの可能性のあるという形で公開さ

れる可能性がございます。バランステストに基づ

きまして、個人の情報、プライバシーよりも公共

の利害のほうに重みがあるという形での判断に基

づきまして、75年ルールの例外の形として、公共

の利害がプライバシーを上回るという観点からプ

ライバシーの権利が対象とならないという形で検

討されています。

これに関しては、ＦＯＩＡと文言は全く同様で

ありますが、この法律に関して、骨子としては以

下のようになります。すなわち、戦争犯罪に関し

ての情報を公開することのほうが、それに対して

のプライバシーに関してよりも尊重されるべきで

あるということです。それによりまして、実際に

プライバシーの利害よりも公共の利害のほうが高

いことが想定されるということで、この情報を公

開することを差し控えることが公共の利益になら

ないという場合においてのみ、この情報の公開が

差し控えられるという旨の文言です。

ただ、この法律が実際にどのように適用される

のかということに関して、残念ながら、この時点

で私は情報を持っておりませんし、実際にどのぐ

らいの部分のものが差し控えの対象になるのか、

これがどう適応されるのかに関しても、個人的に

は、そういった認識を持っていないということを

申し上げなくてはなりません。

◆個人のプライバシー情報の種類による区分
―折笠　茨城県歴史館の折笠と言います。先程の

個人のプライバシーの年限に戻って恐縮ですけれ

ども、国立公文書館では、一応、個人の秘密を三

つに分けて、それぞれ年限を別々にしています。

茨城県歴史館でも年限を決めようと思っているの

ですけれども、個人のプライバシーの種類によっ

て年限を分けるということをどういうふうにお考

えでしょうか。何かお考えがありましたら、よろ

しくお願いします。

―スターン　３種類ということは、年限がそれぞ

れ違うという理解でよろしいわけですね。

―折笠　国立公文書館の例で言いますと、例えば

学歴または職歴は30年以上50年未満となっていま

す。

―スターン　我々の場合には、一応、情報の種類

によって年限上区別をしているということはあり

ません。そういったカテゴリーでは年限を分けて

いません。ただ、プライバシーに関しては、記録

の年から最大限で75年ということですけれども、

これは状況によって変化し得るということになり

ます。例えば、その本人が死亡しているでありま

すとか、あるいは先ほどの戦争犯罪に関する法律

のような形で別の法律によっての規定があると

か、あるいはその書類に関して、また別の事実・

状況があるという場合、たとえば公共の利益のほ

うがプライバシーの権利よりも上回って尊重され

なければならないとか、そういう場合には変わり

うることもあります。

―折笠　ありがとうございました。そのことにつ

いてですけれども、分けること自体をスターンさ

んはどういうふうにお考えなのか。そういうこと

は必要なのか。今、75年ということで区切ってお

話があったように、その場合は公共の利益とか、

ケース・バイ・ケースで考えたほうがいいのかど

うかということですけれども。

―スターン　私ども米国の場合には、最高裁とし

ては、そのような分類してカテゴリーを設けて行

うことをひとつの方向性として奨励しているとい

うことはあります。しかしながら、カテゴリー別

にしてしまうことになりますと、差し控える年限
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がある程度決まってしまうということもあるわけ

ですが、ＮＡＲＡの場合は75年になっているわけ

です。そして、実際に文書ごとに、あるいは案件

ごとに検討するよりは、種類によって分類するほ

うが、やはりそれなりのメリットもあることが考

えることができます。例えばＮＡＲＡに関しても、

できるものに対しては、75年ではなくて30年、50

年という早い時期に、プライバシーに関するもの

が公開できる可能性も出てくるわけです。

―高山　様々なお答えを通じて、これは私だけか

もしれませんが、ある面ですっきりとした形の整

った開示と利用の審査というものが、あるのかな

という期待は少しあったかもしれませんが、実は

そうではなくて、今日の一つのキーワードはバラ

ンステスト、個人の利益をどう守るか、それと公

益をいうものをどうバランスさせるかということ

に集約されるのではないかと思います。それをそ

れぞれのアーカイブズの現場において追求してい

くことが必要で、そのために法律というものがあ

り、そこにアーキビストの専門的な知見というも

のが入るということで、決まってくるということ

があるということになっていくのではないか。さ

らにこの研究会議としては皆様方の知見を交換し

ながら議論を深めたいと思います。プログラムで

お分かりのように、これが明日の午前中のセッシ

ョンにつながります。明日の午前中もスターンさ

んにご参加いただきます。今日は、スターンさん

のお話を伺って、少しクエスチョン＆アンサーリ

ングセッションのとりかかりのところをやったと

いうことでございますので、この場で一度切らせ

ていただいて、さらに皆様方今日お帰りになって、

今日のスターンさんのお話と、それからここで行

われた討議を振り返っていただいて、日頃の皆様

方のお仕事を念頭におかれながら、さらに深める

ために明日の質疑のセッションをどのように活用

していただくかをお考えいただければと思ってお

ります。今日も得るところは非常に大きかったと

私も思っております。このようなチャンスを与え

ていただいたスターンさんにお礼を申しあげたい

と思っておりますので、盛大な拍手をお願いいた

します。どうもありがとうございました。今日の

討議はこれで終了させていただき、明日につなげ

たいと思います。

２　第二日目：２月１日（水）

◆アメリカの情報公開制度成立の背景
―牟田　皆様おはようございます。今日はできる

だけリラックスした形で、皆さんの色々な質問を

いただきたいと思います。一方的な話ではなく、

日本側の現状を踏まえた具体的な事例と、アメリ

カの具体的な事例でもって双方の理解を深めて行

きたいと思います。

まず質疑応答、セッションの本題に入る前に、

昨日のお話を伺いながら気付いたことをお話しし

ます。つまり、日本の情報公開制度ができた背景

と、アメリカの制度ができた背景が大きく異なっ

ているのではないか、そこをきちんと理解してい

ないと今から行われる質疑応答で双方にズレが生

ずる可能性が起きるのでは、との危惧です。そこ

で、アメリカの情報公開制度が生まれる背景を簡

単にご紹介します。ぜひそこのところを頭に入れ

ながら、スターンさんの回答を聞いて理解してい

ただくと分かりやすいのではないかと思います。

先ず紹介したいのは、アメリカで現在の憲法が

制定されたが1787年、つまり独立後11年してから

という点です。そして、合衆国憲法で一番重要な

のは、その前文の中に書いてある We the people

いわゆる人民主権の原則です。人民主権とは、為

政者が主権者から権力を委ねられて国を統治する

間接民主主義では、主権者である人民が、為政者

が何をやっているか、何をしようとしているか、

知る権利をもっているという考え方です。この主

権者が「知る権利」を持つという考え方が建国の
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時点から明確にあります。これが国民の知る権利

（peoples light to know）という言い方で後に色々

なところで議論されることになります。そして、

この原則に基づいて生まれたのが「開かれた政府」

（Open Government）という考え方です。建国の

時点からもう一つ重要なのが、憲法制定に携わっ

た、いわゆる「建国の父達」と呼ばれる人たちに

共通する歴史観です。つまり、人類の歴史のなか

で絶対にありえないことは、権力が常に善である

ということです。歴史は、権力が常に腐敗すると

いうこと、権力必腐という言い方をしていますけ

れど、かならず腐敗していくことを示しています。

そのとき腐敗を止めるためには権力をチェックす

ること、監視することが必要です。それから、そ

れぞれの権力、具体的には、司法・立法・行政の

力を分散すること、力を分散することによって集

中を防ぐといった、権力監視の手段についての

色々な考え方が生まれてきます。当時の英知を集

めて権力監視を柱にして作られたのが我々の知っ

ている合衆国憲法なのです。合衆国憲法は、権力

の暴走を防ぐための契約書とも言えます。国民へ

何かの義務や責務を背負わせるものではありませ

ん。建国以来、「開かれた政府」は、憲法で保障

された制度といえます。もし、そうだとすると情

報自由法（Freedom of Information Act）などとい

う法律は本来なら必要なかったはずです。米国憲

法が規定する構造のとおりに運営されていれば、

情報自由法みたいなものが本来は必要ないはずで

す。しかし、残念ながら、必要となります。その

過程を簡単に説明します。アメリカの歴史の中で、

連邦政府は巨大化していきます。たとえば南北戦

争の後の復興計画で連邦政府の予算が各州に流さ

れます。連邦行政機構はどんどん大きくなります。

それまで連邦政府は、外交とか非常に限られたと

ころでしか機能していなかったのですけれども、

アメリカの人々の生活全般、全体に影響を及ぼす

ようになります。それがもっと拡大していくのが

1929年に始まる大恐慌とその後にニューディール

計画というルーズベルト大統領のもとで進められ

た経済復興計画です。政府は、色々な復興計画を

実施していきます。それにともなって官僚機構は

次第に拡大していきました。その結果、官僚機構

内の規則等が非常に複雑になってきて、政策立案

の過程が外から見えなくなってしまいました。こ

のような問題に対処するために行政手続などに関

して様々なルールができてきています。たとえば

文書の管理の仕方とかが検討されます。その代表

的なものが、1946年、トルーマン大統領の時に成

立した行政手続法です。これによって行政は決ま

った手続きを踏んで行われることが決められま

す。文書による手続が原則となります。しかし、

行政手続法の中にあった国民の情報アクセス権を

保障する条項に不備がありました。本来ならば情

報アクセスを保障する部分が、たとえば行政側に

権利を認めるかどうか、多くの裁量権を与えたた

め、開示規程が不開示のための理由に使われてい

きます。この問題を解決するために生まれたのが

情報自由法です。実は、行政手続法の開示に関す

る部分の改正法が独立の法律として生まれたわけ

です。この改正に向けた運動も直ぐには成功しま

せんでした。10年ぐらいかかったのです。議会で

運動が起きたり、マスコミの人たちが一生懸命運

動をしてつくったのが、今我々がＦＯＩＡと呼ん

でいる情報自由法です。それともう一つ情報自由

法が必要となった背景がありますので簡単に紹介

します。実は、戦後始まる冷戦の結果、言論の自

由が建国の理念であるアメリカで政府に秘密主義

が蔓延してしまったことです。冷戦構造の中で

色々な情報が非開示となっていきます。ですから

情報自由法の中での非開示規定に、「国家安全保

障」（ナショナルセキュリティ）が来るのは、当然

のことだということができるかと思います。情報

自由法だけでなく、後にスターンさんにお話いた

だきますプライバシー法や行政手続法、連邦記録

法のような法律は、それぞれが独立した法律では

なく、情報へのアクセス権を保証し、個人情報の

コントロール権を保障していくつまり「開かれた

政府」の根幹となる情報開示制度を複層的に保障

するための法律や制度であるという前提を念頭に

おいていただいて、今日のスターンさんからの回

答を聞いていただければと思います。

まず、スターンさんの昨日の講演を受けまして、

スターンさんと本日の進め方について相談しまし

た。そこで本日は、アメリカにおけるプライバシ

ー法と日本の個人情報保護法の比較、その相違点

について、特にアメリカのプライバシー法は何を

守ろうとしているのか、ＮＡＲＡでは記録から何

を削除、墨消しをするのか、つまり、どういうプ



28

2006/3

ライバシーのどの部分を守ろうとしているのかを

具体的な事例を持ってお話いただいて、その後は

フロアからの自由な質問を受けて行きたいと思い

ます。昨日、機密規定等に関してお話はなかった

のですけれど、皆さんは原稿を読まれているわけ

ですから、その分野等も含めて質問があればお願

いします。それではスターンさんお願いいたしま

す。

◆アメリカのプライバシー法
―スターン　それでは私のほうから今ご指摘の点

について若干のお話をしてみたいと思います。既

に今、司会者の方から1787年のいわゆる、オープ

ンガバメントという形で始まりました、プライバ

シー法に関しての動きから1966年のＦＯＩＡの成

立までの、非常に有用なご説明がありました。そ

の後アメリカにおきましては、たとえばＩＲＳな

どを中心とした政府機関に関連して、特にニクソ

ン政権にそれが顕著でありましたけれど、一連の

情報の濫用という例が相次ぎました。特に特定の

個人に関して情報の濫用と、情報の開示に問題を

投げかけるような事例が起きたわけです。

そして1974年に、議会がこのプライバシー法を

通過させました。そこには二つの目的がありまし

て、一つは機関が持っている特定の個人情報を機

関外もに対してふくめて不当に開示することを防

ぐということであります。先ほど申し上げました

濫用を防止するというのが一点でした。その二点

目として、特定の個人に政府が持っている情報に

ついて閲覧利用することについて可能にし、本人

が自分の情報に関して何か不正確な内容があると

いうことを認識した場合には、それに対して政府

に向けてそれを訂正する、あるいは削除するとい

うことを求めることを可能にするという点です。

そして、プライバシー法とＦＯＩＡですが、特

に免除事項（Exemption）６を中心といたしまして、

いわば両輪のような形でともに補完するという性

格をもっております。したがいまして、もし免除

事項６のもとでの提供に関して、ＦＯＩＡ上の規

制がないとしますと、これがともに補完すること

ができるということで、この点に関してはアメリ

カの中でも一部の人々の中では混乱があるという

ことが過言ではないわけですけれども、最終的に

は免除事項６に関して、プラバシー法とＦＯＩＡ

はそういった意味で両輪というような形で補完し

あう形になっています。

そしてここで米国においての例ということでお

話をしますと、特にプライバシーインフォメーシ

ョンということになりますと、ＦＯＩＡのもとで

の免除事項６に関して、いわゆるパーソナルメデ

ィカルファイルという言及があります。特にこの

メディカルファイルの部分で、プライバシーに関

してのものとなりますと、その当該本人の私的情

報ということになり、パーソナルファイルという

ことになりますと、たとえばある一定の政府の役

人の給与ですとか、どのような形での考査、評価

が行なわれているかというような情報も含むこと

になります。メディカルファイルということにな

りますと、これは特に軍人ですとか退役軍人など

に関連しての医療上の情報を含むファイルという

ことになりますので、そういった意味では個人情

報という観点からは非常に本人にとって大きな利

害というものが生じてくるものです。そしてその

他のファイルという、その他の領域といいますと、

その他全部包含するといいます。

その他すべてということになりますと、幅が非

常に広くなりますけれども、特に対象となります

公務員等の自宅の住所等ですとか、政府との連絡

を取り合った経験のある、たとえば書簡等を交換

した場合などを含めての電話番号などですとか、

それから過去にそういった人たちに行われた調査

などの結果、また懲戒手続、たとえば本人には必

ずしも有利に働かない情報も含めたものとなりま

すので、この側面も個人情報としては大きな重要

性を持ってきます。

また外のカテゴリーとしては、ソシャルセキュ

リティナンバーですとか、あるいは生年月日、あ

るいは何らかの福祉関連の政府からの支払を受け

ている場合でありますとか、所属する宗教団体関

連の情報、また過去の可能性としての逮捕歴など

の刑事上の訴追があったかどうか等の側面も含ん

でおります。

―牟田　どうもありがとうございます。今の話で

かなり具体的なイメージが出てきたかと思いま

す。これを受けて皆様のほうで具体的な質問等あ

れば、特に前半の部分はせっかくプライバシー関

連の話をしておりますので、プライバシー関係の

質問を受けたいと思います。事例に基づいて質問
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していただいてもいいと思います。

◆民間人の個人情報も含む
―米川　国立公文書館の米川と申します。昨日か

ら、いろいろと貴重なご講演ありがとうございま

す。先程のお話についてお聞きしたい点がありま

す。１点は、免除事項６の所で、プライバシーは

パーソナルな情報と医療ファイルということで、

お話の中では公務員の経歴的なことと退役軍人の

色々な過去の傷病のお話が中心で、「並びに」の

あとに、類似のタイプとその他のタイプというこ

とで、いろいろと細かい個人の政府が行った調査

結果みたいなものも入っているようですけれど

も、その他の所で広く包括的に読んでいる範囲は、

公務員以外の民間の方の個人情報も、すべて入っ

たものというふうに理解してよろしいのでしょう

か。

―スターン　はい、その通りです。

◆ＦＯＩＡとプライバシー法
―米川　分かりました。もう一つお聞きしたかっ

たのは、プライバシーのところです。ＦＯＩＡの

開示するときの免除に対して、請求があった場合、

プライバシー法の関与というか、実際、どういう

影響があるのかというのを少し具体的にお話しし

ていただけると、非常にありがたいのですけれど

も。

―スターン　先程もふれましたように、プライバ

シー法は、あくまでも個人の当事者に関しての情

報に焦点を当てています。ＦＯＩＡに関しては、

どのような政府情報に関しても、そういったこと

が対象となるというところが違うわけです。具体

的に申し上げますと、実際にＦＯＩＡの６あるい

は７ｃに関して、その要件さえ満たされていれば、

プライバシー法によって、ある特定の情報が禁止

されることはないということになります。

そして、一言付け加えますと、プライバシー法

そのものは、米国民と米国の永住権を持っている

外国人が対象になるということですので、いわゆ

る純粋な外国人に対しては適用されません。ＦＯ

ＩＡに関しては、免除事項６のもとで、外国人が

適用の対象となることになっております。

◆免除事項６と７Ｃの違い
―米川　ありがとうございました。免除事項６と、

お話のあった免除事項７ｃの関係です。７ｃのほ

うにも同じようなプライバシーの規定があります

けれども、この違いはどういうところにあるので

しょうか。

―スターン　この両者の違いは、その文言の中に

「明らかに」と書いてあるかいないかです。免除

事項６の場合には、そういった望ましくないプラ

イバシーの侵害が明らかにあるというふうに謳っ

ております。したがいまして、例えば刑事的な行

為がありました場合にも、６のもとでのほうが

「明確に」というふうになっていますので、その

情報を差し控える場合に、より容易に差し控えの

対象となり得るということが実際にあります。

◆写真・映像等の非公開事例
―谷川　税務大学校租税史料館の谷川です。昨日

から貴重なお話をどうもありがとうございます。

プライバシーの侵害の関係での具体例と申しまし

ょうか、写真とか映像といった資料が、プライバ

シーの侵害を受けるので、非公開にすべきだとい

う事例等がございましたら、ぜひご紹介いただき

たいと思います。よろしくお願い致します。

―スターン　大変良いご質問をいただいたかと思

います。昨日、私のお話の中でも、手短にではあ

りましたけれども、写真に関してのお話をしたか

と思います。すなわちクリントン大統領の問題に

付随しての、ある特定の人物の検死に関しての写

真資料という点について言及しました。この件は、

実際に最高裁まで持ち込まれまして、その結果と

しては、本人が既に死亡していましても、その遺
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族あるいは亡くなった本人の立場から、そのプラ

イバシーは保護されなくてはならないという見解

が示されています。ということで、まさにこうい

った分野におきまして、写真が保護されたという

一つの例です。

もう一つの例は、1980年代にスペースシャトル

が燃えてしまったという悲惨な事故があった例で

あります。この件に関しては、宇宙飛行士たちの

最期の瞬間までの音声等の情報を含んだテープを

ＮＡＳＡが保持していました。これに関してＦＯ

ＩＡ請求がありましたけれども、裁判所としまし

ては、これに関連しては、その状況に関しての書

面での資料は提示されましたけれども、実際の音

声とか画像等を最期の瞬間までずっと映していた

ものに関しては、遺族を非常に動揺させるもので

あろうということで、継続的にずっと差し控えを

行ってきました。そういった形で、これもプライ

バシーの観点から公開が差し控えられた例です。

◆犯罪歴と更生との関係
―菊池　公文書館長の菊池です。お尋ねしたいこ

とは、プライバシーに直接かかわることかどうか

は分かりませんが、いずれにしても、個人の記録

にかかわる情報の開示に関することです。今、特

に絞ってお尋ねしたいと思うのは、個人の犯罪に

関する記録についてです。個人が罪を犯した。そ

れで裁判にかかって、一定の期間服役して、罪を

あがなったかたちで社会に復帰してくる。何年か

経ってから、たまたま個人の情報という形で、そ

の個人に関する情報の開示請求があったとしま

す。過去に罪を犯したこと自体は事実なので、プ

ライバシーの侵害をするかしないかというところ

を考えた上で公開することになった場合、一般の

市民として既に社会に復帰している人に対して、

過去の罪を暴き立てることは、かえって正常な社

会復帰を阻害することにならないのであろうか。

そういう観点から、個人の情報の開示では、かつ

て罪を犯した個人に対して、現在の状況に照らし

て情報開示を差し控えることがあり得るのかとい

うことをお尋ねしたい。

―スターン　非常に良い点をご指摘いただいたと

思います。確かに逮捕歴があるけれども、公判を

ちゃんと受けて、判決も出てという人に対しての

情報では、釈放された人と、実際に判決を受けて

収容所に入って、満期を迎えた人との間には、多

分違いを設けているということが言えると思いま

す。そして、場合によっては、個人の公益という

ものが、それ以外のものを上回る場合もあります。

その例におきまして、ある人が逮捕され、訴追

されたけれども、無罪が確定した場合に、逮捕歴

そのものはあるけれども、その経緯が公判で公に

なって、無罪で終わったということで、特に時間

の経過と共に、個人の利益より、いわゆる公共の

利益のほうが上回る、凌駕するということもあり

ました。ですから、特に無罪だった場合には、そ

のようなことを載せるわけです。

―菊池　今のケースで、無罪の場合は当然だと思

うのですが、仮に有罪の場合でも、正式に刑期を

終えて、社会に復帰しようとしている人に対して、

事実ではあるのですけれども、それが新たな社会

的偏見を助長したり、社会復帰の阻害要因になっ

たりするであろうことが予測される場合に、情報

を公開することは、個人のプライバシーに対する

不当な侵害になると、合理的に予測、予見できる

場合ということになるのかならないのか。

―スターン　今、ご指摘のありました点は、まさ

に、我々が行うバランステストの可否、あるいは

必要性を示唆する最も良い例の一つではないかと

思います。どれが正確なお答えなのかというのも、

私も正確には分かりませんけれども、やはり状況

によって必ずしも同じ答えが出るわけではないと

思います。一つ私が考えますのに、時間の経過と

共に、公共の利益は低下していき、プライバシー

の重みは更に増していく可能性が考えられるかと

思います。有罪の判決が出た場合でも、そういっ

たことが言えるのではないかと考えます。

しかしながら、これは、どのような犯罪の具体

的な様相があったのか、本人がどんな関与があっ

たのか、確定の時期までの時間の経過がどのよう

なものであったのかということにより、やはり状

況が違ってきますし、また判断が非常に困難な領

域ではないかと思います。

―菊池　どうもありがとうございます。

◆“実質的な忘却”
―牟田　今の話に加えて、昨日から議論になって

いる問題を追加で一つ確認したいと思います。昨

日、時の経過という話が出て、昨日終わりのほう
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では電子情報に関する話が出ました。実は昨日別

の所で、「電子化されたことによって、今までの

時の経過の考え方が通用しなくなった」という話

をされていたのですが、その中の一つの言葉で、

実質的な忘却状態（Practical Obsucuriby）にある

資料、要するに公文書館とかに行かないと見られ

ない資料が、インターネットなりを見ることによ

って、結局、不特定多数の人が、例えば犯罪記録

なんかに自由にアクセスできるような状態が起こ

ってきています。この点について、何かご意見が

あれば、お伺いしたいと思います。

―スターン　非常に良い点をご指摘になったと思

います。“実質的な忘却”の点に関しては、最高

裁も認めています。かつては一般に対して公開さ

れていた資料でしても、それが例えば公文書館に

ありますとか、諸機関に行って入手できる資料が、

容易に入手できないというようなことが考えられ

るわけでして、裁判所は、そういった特定の状況

におきましては、そういった情報の公開を差し控

えることを認めております。

かつてと、状況がかなり変わってきておりまし

て、例えば Google なりで検索をかければ、そう

いった電子情報が入手できる状況になってきてい

るわけです。ポイントとしては、電子的なデータ

あるいはデータベースを保護することに関して、

より多くの関心が集まってきているということで

あり、紙媒体の形で公開されているものに対して

も、電子データベースに関しては必要なものは保

護が必要であるという観点です。

一言付け加えますと、バランステストに関して

は、公共の利益、公益性と個人の利益との間のバ

ランスということになるわけですけれども、裁判

所は、公共の利益とは、政府がある特定の公務を

遂行するにあたって、何をしたかという情報を含

むものとしています。ですから、例えば、個人が

公務において罪を犯した場合は、少なくとも何ら

かのプライバシーが存在するわけです。そして次

に公共の利益があるかどうかということを見る場

合に、その公共の利益ということが、そこに既に

もう存在していない場合、つまり、政府の関与が

認められない場合、バランステストの結果個人の

公共性を凌駕するという見解がとられることが考

えられます。

◆過去に新聞等で公になった情報の保護
―石原　神奈川県立公文書館の石原と申します。

今のお話に関連すると思うのですが、一つ伺わせ

てください。例えば50年前の公文書に、社会を引

っ繰り返すような大きな犯罪ではなくて軽微な犯

罪があったとして、その当時の日本の習慣ですと、

新聞には名前、年齢、住所、勤務先が事細かく書

いてあった。50年前のその事件に関する文書が公

文書館にありまして、その請求がありました。そ

こで、公文書館では規定通り、個人に関する情報

は墨塗りをして利用者の方に提供することを考え

たのですが、新聞を見れば、その情報はすべて分

かってしまいます。そういった例は、日本には古

い新聞とか、活字になった判例集とか、その他い

ろいろあると思うのです。先程お伺いしたデータ

ベースも同じだと思います。そういったときに、

ＮＡＲＡではどういう考え方をして提供するの

か、あるいは提供を控えるのかを伺いたいと思い

ます。

―スターン　今のご指摘の例ですと、多分、我々

としては、それを控える方向に行くであろうと思

います。特に、政府がどのようなかたちで、そう

いった活動に関わっていたかということも、そこ

のポイントとなると申し上げましたけれども、特

にこの関わっていた人が、例えば政府の関連の汚

職でありますとか、そういったことも含めて提示

されたかにも、関わってくると思います。いわゆ

る公共の利益という部分に、より焦点を当てられ

ることになるでありましょう。

しかしながら、そのケースが政府の関係者を巻

き込まない形での比較的マイナーな犯罪であった

場合には、50年経過していることも含めまして、

政府がかかわっているというかたちでの公益より

も、本人のプライバシーのほうが上回るであろう

と考えられます。そういった場合には、例えば新

聞の記事等を含めて、我々が収蔵しておりますよ

うなファイルを差し控える可能性が高いだろうと

思います。特に、本人の個人名とその関連の記事

等も含めた形で、そういった扱いにする可能性が

高いのではないかと思います。

―石原　その通りだと思います。ただ、それを実

務的にやろうとしても、図書館に行ってしまえば、

すぐに分かるし、あるいはマスキングしようとす

ると、膨大な量の袋がけが必要になります。要す
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るに、実務的に非常に難しいケースになってしま

うのですが、どうでしょう。

―スターン　この点に関しては、我々の持ってい

るファイルの中に入っていない別の情報があった

としても、政府がこれに対して、それを公開すべ

きであるということを示しているわけではないと

いうことが言えると思います。

同時に、本人あるいはその事件に関しての情報

がファイルに入っていること自体が、その本人に

とってはある意味では深刻な状況を構成し得る、

あるいは本人にとって恥になるということも考え

られるわけですけれども、このプライバシー法と

いう観点からは、やはりこれを公開することはで

きない場合が多いと思います。また、ＦＯＩＡの

もとでバランステストを行うかたちになりますけ

れども、その観点からも、やはりこれに関しての

情報を公開できるということにはならないと考え

ます。

―牟田　今の質問で、多分、日本とアメリカでは、

政府と市民との関係に多少違いがあるのではない

かなと感じました。特にアメリカのＦＯＩＡがで

てくる歴史的背景とかプライバシー法が生まれて

くる背景を見ると、市民による権力の監視と、政

府の権力の暴走から市民の権利を守るという視点

が非常に明確に出ているのではないかと思いま

す。その点に関して、スターンさんから何かコメ

ントがあれば。

―スターン　非常に良い点をご指摘なさいまし

た。その通りです。米国におきましては、個人に

対する政府の権限あるいは権利の乱用に関しては

非常に高い関心が持たれております。そういった

ことも背景となって、30、40年前にプライバシー

法が生まれてきたと言えるわけです。そういった

懸念が常に持たれていると言っても過言ではあり

ません。

実際にプライバシー法の一つの条項の内容とし

て、政府は、ある特定の目的に利用されることを

条件に、情報収集をするべきであるということを

謳っている条文があります。すなわち、しかるべ

き目的にのみ、それを収集して使うということで

す。たとえ政府が情報を手にしていても、その当

該目的以外のものに、これを使用してはいけない

ということです。

―渡辺　京都府立総合資料館の渡辺と申します。

いろいろなお話を聞いてとても参考になっており

ます。先程の石原さんの質問に関連して、お教え

いただきたいと思います。例えば図書とか、何か

の報告書とか、そういう他の方法で既に公にされ

ている情報に関連して、ＮＡＲＡが持っている資

料に対する公開を求められた場合、それは既に公

になっているものだから提供できるという判断に

なるのでしょうか。それとも、今のように個人に

対するものについては、ほかで公になっていた情

報であったとしても、やはり公文書に含まれる情

報という位置付けの中で、もう一度判断をされる

ということでしょうか。

―スターン　また非常に良いご質問だと思いま

す。やはりこの場合もプライバシーという観点か

ら、実際にプライバシーが関わっているのか、そ

うであれば、どの程度なのかという要素が評価検

討されるべきであると考えられます。既に公にな

った情報がほかにあるということですと、その分、

プライバシーの利害は低下しているわけですけれ

ど、そういった意味で、いま一度プライバシーに

関してのバランステストを行い、そこにおきまし

ては、その件がどれぐらい最近のものであったの

か、ほかの情報源では、それがどの程度言及され

ているのか、それがどのぐらい幅広くカバーされ

ているのか、そしていま一度、公共の利益という

観点からも検討されるべきだと考えられます。

昨日も引いた例ですけれども、昨年の夏、米国

の最高裁判事としての指名を受けましたロバーツ

氏に関しての例を挙げます。このロバーツ氏に関

しては、過去に比較的頻繁な形で、大統領に対し

て恩赦を求めた人について具体的に言及があると
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いう情報がファイルの中にありました。そして、

これに関しては、公開することによりまして、公

共の利益がどのようなかたちで影響されるかとい

うことがポイントになったわけです。特に恩赦と

いう関連になりますと、その対象となっている人

たちに対して、プライバシーという観点からどの

程度の影響があるかということも見なくてはなり

ません。

そういったことで、私どもは Gooole で、その

言及されている人たちに関連しての検索を行って

みましたところ、例えば上院の公聴会とか、その

他の結果から、その一部の人には、一般的に非常

によく知られた犯罪に関わっていた人たちもいた

ことが分かりました。ということで、この場合に

おいては、個人の利益よりも公共の利益が上回り、

尊重されるべきであろうということが考えられま

す。

別の例におきましては、その逆も、かなりあり

ます。20年たった今の状況で、個人の権利を想定

して、これを公開しない可能性もあるわけです。

◆プライバシー法はＮＡＲＡ資料には適用しない
―渡辺　先程、個人情報の目的外利用のお話を少

しされたのですけれども、ＮＡＲＡに入っている

文書について請求がなされた場合、そのような目

的外利用も含めて、提供するかどうかの判断にな

るのかなと思っていたのです。ＮＡＲＡで保管さ

れている文書についても、目的外とか、目的通り

の利用であるとか、やはりその辺の判断が加わる

ということでしょうか。

―スターン　このプライバシー法について、重要

な点を一つ申しそびれたので、確認のために、今、

それを申し上げたいと思います。このプライバシ

ー法は、ＮＡＲＡに対して移管されている、ある

いは移管されてくる永久保存記録には適用されま

せん。いろいろな情報の利用あるいは公開に関し

ての制限のルールについてのお話をしてきました

し、同時に、それに対して、例えば変更を加える

等に関してのお話をしてきたわけですけれども、

実際にこれがＮＡＲＡのほうに永久保存資料とし

て移管されたあかつきには適用されないというこ

とになります。

我々としては、ある意味で、我々の裁量のもと

に、こういったものを利用することも可能ですし、

また75年の規則に基づきまして、我々がそう判断

すれば、プライバシーの観点から、それを差し控

えることも可能になります。これによりまして、

我々がそれを開示する権限というか、能力を制限

するものではないということになります。

更に、一つ明確化したい点としては、プライバ

シー法の中に、機関の間で情報を共有することは

認められていません。しかし、例外もあるわけで

す。この点に関しては、ＮＡＲＡに適用されるも

のではありません。ＦＲＡが実際にプライバシー

法を上回って優先されることになります。ですか

ら、先程も申し上げたように、こちらに永久保存

資料として移管されているものに関しては、こう

いった措置が採られることになります。

◆バランステスト
―鬼塚　バランステストについて、より詳細をお

願いします。

―スターン　この通り、私の手元には56ページに

も及ぶ司法省の出しております免除事項６に関し

てのガイドがありますけれども、ここでも、その

プロセスに対して、バランステストについての言

及があります。最初に、個人の利害が関わってい

るのかどうかを決定することになります。ここで

は、特に政府の公人として雇用がされていて、収

入がどれぐらいであるか、どのような資格がある

かということにも関わってくるわけですが、まず

個人としてのプライバシーの側面があるかなしか

ということが見られなくてはなりません。そして、

個人に関連しての情報があるかどうかを決定し

て、更に、公の利益があるかどうかということが

次にポイントとして同定されなくてはなりませ

ん。ここで公益の側面よりは、個人としての側面

があるということであれば、そこでそれを差し控

えることになりますが、次にこのバランステスト

が行われる場合が来るわけであります。

そこでバランステストを行って、実際に公共の

利益と個人の利益に関して、どのような形で検討

するかというのは非常に難しい問題になるわけ

で、例えばジョン・ロバーツ判事の例を先程も引

いたわけです。例えば公共の利益ということにな

りますと、その文書によってプライバシー保護の

側面が低いという場合には、そういった手続きで

行うということになります。
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―牟田　今の件につきましては、インターネット

でアメリカの司法省のホームページに行かれます

と、ＦＯＩＡガイドというのがあります。昔は紙

で出版されていたのですけれども、今はネットで

もアクセスできるということですので、ＦＯＩＡ

ガイドの免除事項６の所を見ていただければ、か

なり細かな情報があります。ＵＲＬがありますの

で、もしお知りになりたい方は、後程こちらにお

話しいただければと思います。

◆プライバシー法は公文書館資料には適用されな
い

―牟田　今、休憩時間に、公文書館の仲間からぜ

ひ明確にしてほしいという指摘があった点がいく

つかありましたので、それに関してスターンさん

にお答えいただきたいと思います。

一つは、アメリカでは連邦記録法の中で、公文

書館への移管が目的外利用にはならないと明示さ

れているし、プライバシー法の中でも、それが明

示されているということだったのですけれども、

日本の場合は、なかなかそうなっていないことが

問題であるということ。アメリカでは、実際に公

文書館に移管させて、目的外利用に関して何か問

題がなかったのかどうかという点。

それから、プライバシー法自体、一番分かりや

すい言い方は、公文書館に移った文書に対して、

プライバシー法の中で言う、例えば情報の内容の

訂正等は認めないという点に関して。この２点に

関して、何か具体的な事例を含めて紹介していた

だければと思います。この後、ほかにいろいろな

質問を受けたいと思いますので、よろしくお願い

します。

―スターン　一つ明確に提示する点としまして、

極端に言うと、プライバシー法といいますのは、

機関が保有している現用文書に適用されるもの

で、移管されたいわゆるアーカイバルレコードに

対しては適用されません。

他の機関の中には、ＮＡＲＡに対しての移管を

認めることはできないという立場を取る所もあり

まして、税金を徴税しておりますＩＲＳが、その

一つです。ＩＲＳは、特に税金に対しての情報は、

ＮＡＲＡに対しての移管を認めることはできない

という立場を採りまして、私どもＮＡＲＡのほう

は、ＦＲＡに基づいて移管を要請したという経緯

がありました。これに対して両者は合意に達する

ことができませんでしたので、我々が議会のほう

に行きまして、ＮＡＲＡに対しての移管を求める

新しい法律を制定してほしいという要請を致しま

した。それによってアーキビストがアクセスでき

るようにということを求めたわけです。

そして事実、このように別の法律があるから、

資料をＮＡＲＡのために移管できない、あるいは

したくないという立場を採る諸機関に対して、

我々の立場を主張するのがＮＡＲＡの法律顧問と

しての私の仕事の一つにもなっています。多くの

場合には、我々ＮＡＲＡに対して適用される法律

のほうが、その他の法律より優先されるべきであ

るという点を成功裏に説明することができていま

すけれども、まれには、我々が議会のほうに行っ

て立法措置を求めるとか、例えば法務省の意見を

聞くとか、司法省の意見を聞くという措置を採る

場合もあります。その結果、「この書類はＮＡＲ

Ａに移管すべきである」という立場に持っていく

わけです。

―牟田　どうもありがとうございます。日本には

スターンさんみたいな人がたくさん必要になるよ

うな感じがしました。プライバシー関係は時間も

ありますのでこれくらいにして、昨日から発言さ

れなかった分野で結構ですから、スターンさんの

原稿をお読みになって質問があれば受けたいと思

います。

◆情報セキュリティー監視局
―菊池　別の件で、お教え願いたい。今、私はＮ

ＡＲＡの組織図を見ております。この組織図によ

ると、スターンさんの組織とは別に、情報セキュ
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リティー監視局（ＩＳＯＯ）という組織がありま

す。この組織とスターンさんの所の機能、公開審

査とか、どういう関係になっているのでしょうか。

また、この情報セキュリティー監視局の人たち

というのは、ナショナル・セキュリティー・カウ

ンセルとか、そういう全く別の所からセキュリテ

ィーの専門家の人たちがＮＡＲＡに来ているの

か。それとも、ＮＡＲＡの中の完全な生え抜きの

スタッフなのか。その辺のところを知りたい。

―スターン　ご質問ありがとうございます。私ど

もは、この情報セキュリティー監視局を「アイス」

と呼んでおりますけれども、そもそもこれは、Ｎ

ＡＲＡとは全く独立した形で設立された組織でし

た。大統領令12958によりまして設立された部署

で、そもそもこの前身は、機密扱いになっており

ます国家安全保障情報を取り扱うという性格を持

っている組織でした。

このＩＳＯＯは、確か1978、1979年であったと

思いますが、当時のカーター大統領による大統領

令によって設立された機関であり、当初はＮＡＲ

Ａの一部ではなかったわけです。この部署は、過

去におきましては行政管理行政管理予算局

（Office of Management and Budget）また総合サー

ビス局（General Services Administration）などと、

さまざまな省庁に所在地を置いた経験があり、最

終的に現在はＮＡＲＡの中に入っているわけです

けれども、そのスタッフは常に独立スタッフを有

してきまして、国家安全保障委員会に報告すると

いう立場になっています。確か1995年であったと

思いますが、それ以降、ＮＡＲＡに所属するに至

っております。この監視局は、現在もＮＡＲＡ長

官と国家安全保障委員会の両方に対して報告をす

る義務がありますが、スタッフ自体はＮＡＲＡに

所属していることになります。

そして最後の点ですが、現在、この監視局がＮ

ＡＲＡに属していることで、私自身もＩＳＯＯの

法律顧問という立場にありまして、何か法律上の

問題に関して助言を求められた場合には、私がそ

れを行っているという状況です。

◆アーキビストの役割・法務顧問の役割
―梅原　ちょうど組織図が出ましたので、関連し

て一つお聞きしたいと思います。日本でも、この

ような法律を専門にやってくださる方が本当に必

要だと思います。そうなりますと、ＮＡＲＡでは

アーキビストはどんなところを分担しているの

か。それから、スターンさんの所にはどのぐらい

のスタッフの人が関わっているのか。数字も少し

含めて、仕事の分担などもお伺いしたいと思いま

す。

―スターン　米国アーキビスト（ＮＡＲＡ長官）

は、主に二つの機能を持って仕事をしております。

まず、ＮＡＲＡの長として、特に行政面でのアド

ミニストレーションの意味での責任を果たすとい

うことが１点です。もう一つは、ＦＲＡ、ＰＲＡ

の観点から、いわゆる文書管理と、公文書館とし

てのアーキバル上の責任を果たす所の一番の責任

者であるという点です。この二つの大きな役割が

あります。

昨日も触れたように、例えばさまざまな諸機関

の記録のスケジューリングに対しても、最終的な

署名をし、個人的にも署名をする立場にあります。

そういった意味での決定が（合衆国）アーキビス

トにゆだねられているわけです。同時に、我々の

組織としてやりたいこと、あるいはやらなくては

ならないことに関しても、予算確保などを含めて

の政策ポリシー、意思決定に関しての監督を行う

役割も担っています。また議会と折衝して、そう

いったかたちでの予算確保に努める。仮に、他の

機関と移管についての問題あるいは対立があった

場合には、それに関しても適切な折衝を行う。そ

れに加えまして、ＩＣＡというかたちで国際的な

活動にも関わっています。

更に、さまざまな資料・書類等に関して、それ

らをどのように管理するかについての規則、また

ガイドラインなどを出していくのもＮＡＲＡ長官

の責任の一つになっています。例えば電子データ、

Ｅメールなどに関しても重要な規則等を出してい

ます。今、お示ししたのは、連邦行政命令集

（Code of Federal Regulations）というもので、例

えば諸機関、またはリサーチャー向けに、ＮＡＲ

Ａの所蔵資料の利用規則等が示されている資料で

す。こういったかたちで、我々の情報の利用に関

しては、いろいろな働き掛けを行っています。

そして、私の職務の一つとしては、我々の組織

に働いております職員、役員に対して、彼らが行

っていること、あるいは行ってきたことが法的に

合法であるということを担保するということがあ
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ります。ということで、ＮＡＲＡに対して、かり

そめにも訴訟が起きることがないように、私が法

的助言を行うことになります。もちろん中には、

もし私が問われれば、「それをやるべきではない」

と言う場合があることを承知していて、そのよう

な助言を基本的に私にあまり求めない職員もいる

ことは確かですけれども、ともかく、そういうか

たちで助言を提供するのが私の仕事の一つです。

もう一つ、私が関わっています仕事があります。

こういった問題は、数が増えてきていると言って

も過言ではないのですけれども、そもそもＮＡＲ

Ａに属するべきである記録なのに、それが何らか

の状況あるいは理由によって、こちらにきちんと

来ていない、移管されていないというようなもの

に対して対処するということです。過去において、

何らかの理由で除外されてしまった等の理由か

ら、それが私どもの手に入ってきていない。場合

によっては20世紀、19世紀にまでさかのぼるケー

スもあるわけですが、例えば、そういった書類な

り資料が e-Bay とか、さまざまなオークション

で個人の手に渡って保管されている。実は、それ

は合法的にはＮＡＲＡに属しているのだというこ

とを説得することが、私の仕事の一つになるわけ

です。そういった協力が得られない場合、あるい

は同意が得られない場合には、例えば司法省の協

力も得て、それを個人保有者から我々のほうに持

ってくる努力をすることもございます。

―梅原　そこで、もう一つお聞きしたいのですが、

例えばロバーツ判事の時には、６週間かけて審査

の作業をされたと思います。そこにはどれだけの

スタッフが関わって、一般のアーキビストは何を

したのかというのを聞きたい。

―スターン　このロバーツ氏の件に関する文書の

一番大きなコレクションは、レーガン大統領図書

館に所蔵されています。かつて彼がレーガン大統

領政権のもとで５年間、仕事をしたという経緯が

あったことに付随してのことです。そして、この

件に関しては、その図書館のスタッフ全員が、も

っぱらこのレビューに当たることが必要でした。

通常の場合ですと、要請があった場合に、１人の

アーキビストが要請ごとに関わるというかたちで

したけれども、本件に関しては、図書館のスタッ

フ全員が、これに当たるということで、10から12

人のアーキビストが自分の仕事をとりあえず中止

して、ロバーツの案件に集中して仕事をするとい

う状況になりました。

それは非常に困難な状況がありました。私自身、

ワシントンからカリフォルニア州に飛びまして、

３日間かけて、もっぱらレビューを行うことにな

りました。それに加えて、私どものスタッフは１

か月前からカリフォルニアに来まして、数日間を

かけて、そういった作業に没頭することになりま

した。ですから、これは非常に全体的なチームワ

ークがあって機能した案件です。

通常の場合ですと、図書館のほうから、そうい

った複雑な文書をファクスとか、一晩かけて送っ

てくるかたちになり、それを我々がワシントンで

受け取って、作業をします。しかし、この案件の

緊急性から、ただいま申し上げましたような措置

が採られました。

通常の場合ですと、１日８時間の勤務をします

けれども、本件に関しては、場合によっては１日

16時間の勤務をし、プラス週末も続けて働くとい

う状況でした。昨年の８月の時点のことでしたの

で、職員は休暇も一部キャンセルして、プロジェ

クトの完了を全うしたという経緯です。

―菊池　レーガンライブラリーにおける、そうい

う集中的なレビュー、チェックというのは、上院

の指名承認公聴会があるから、上院のほうからそ

ういう要請があってしたのですか。それとも、Ｎ

ＡＲＡとしての当然の義務ということで、自発的

にされたのでしょうか。

―スターン　お答えは、三つの観点からすること

ができます。まず、上院がその文書を求めたとい

うこと。また、ワシントン・ポスト、ニューヨー

ク・タイムズ等、報道陣からＦＯＩＡリクエスト
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があったということ。これに対して、我々が持っ

ているものをすべて提供するようにという形での

要請がホワイトハウスから出てきたということ。

この三当事者からの要請に、我々が対応したとい

う形です。

アリート判事の時も同様の状況があったわけで

す。ワシントン時間では、まだ後日になるわけで

すけれども、本日、アリート判事が最高裁に対し

て承認を得たと聞いています。ということで、プ

レスからのＦＯＩＡ状況、ホワイトハウス、上院

という三者に対して要請が出てくるだろうという

ことを予知した上で、私どもは、こういった処置

を採りました。

◆ＦＯＩＡ請求に対する行政機関・ＮＡＲＡの役
割分担

―渡辺　情報公開法における各行政機関とＮＡＲ

Ａとの役割分担は、どういうふうになっているの

かということをお教えいただきたいと思います。

例えば各行政機関が保管している文書について情

報公開が請求された場合、実務的な判断は各行政

機関がして、ＮＡＲＡが保管しているものについ

ては、今度はＮＡＲＡがするのか。その辺りはど

ういうふうになっているのかということをお教え

いただきたいと思います。

―牟田　これは情報公開法に限ってですか。

―渡辺　はい。

―スターン　ＦＯＩＡは、全ての機関を対象とし

ているわけで、それに関しては、原則として保管

している機関が決定することになっています。そ

して、いったんＮＡＲＡに移管された段階で、そ

れに対しては、私どもが決定を行います。その時

点で要請が来た場合には、我々の保管している記

録ですので、我々が決定することになります。

ただ、安全保障上の機密性のある情報は例外にな

ります。我々がこれを保管している形ではありま

すけれども、実際に、我々の決断で、この機密開

示をすることはできません。その場合には、例え

ば国務省とかＣＩＡとか国防省等の当該機関に対

して、開示に関してのレビューを求めることにな

ります。そのレビューを求めると、彼らがこちら

のほうに来てレビューを行うか、我々がそれを送

付することによって向こうがレビューをして、レ

ビューの結果、その決定が行われれば、開示され

ることになります。

そして、一つ付け加えさせていただきたいのは、

我々側としては別の機能というか、仕事もあると

いうことです。すなわち私どもは、記録センター

と言われる非常に規模の大きな17のレコードセン

ターを全国で運営しています。ここには、規則と

しては、まだ現用書類として各機関に属していて、

そういった機関がそれをコントロールして所有は

しているけれども、我々が運営しているレコード

センターに保管されているという資料がありま

す。

これに関しては、我々が記録センターにおいて

保管をしているけれども、我々は、所有権、コン

トロールを持っていません。したがいまして、そ

の公開あるいは閉鎖に対しては、あくまでもその

機関が決定権を有しているものであり、最終的に

は、そういった機関がそれを自分の所に持ってい

って、必要なレビューを行うという種類のもので

す。

そして、書類・資料全般に関しては、我々の元に

永久保存資料として法律的に移管されて、初めて

ＮＡＲＡの所有物になるわけですが、以前に言及

しましたように、そういう機関が保有しています

97から98パーセントの書類は、ＮＡＲＡのほうに

は移管してきません。ですから、かなり多くのも

のは、廃棄される時点まで諸機関が保有していて、

それから廃棄に付されることになるわけです。

◆廃棄権限・作業
―渡辺　廃棄される場合は、ＮＡＲＡの長官の承

認が必要にということになりますか。今の保管セ

ンターにあるものは。

―スターン　お答えはイエスです。しかしながら、

こういった書類の処分に関しては、それ以前にさ

かのぼった段階で、スケジューリングに関してＮ

ＡＲＡ長官が既に署名をしているというたぐいの

ものですので、そういった取り扱いになります。

そして、10年間なら10年間、エージェンシーの記

録として保管されたあと、廃棄をされるわけです

けれども、その場合の権限はＮＡＲＡ長官にあり

ます。しかし、例えば10年なら10年、我々のレコ

ードセンターで保管した記録について、収蔵しま

すと、我々が廃棄するにあたっては、その前の段

階で、当該機関に対して書面で同意をもらい、一
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度それを確認致します。その状況が済んだあと、

捨てるものに関しては、リサイクル業者がやって

きて廃棄を行って、また新しい文書に再利用する

かたちになります。

―渡辺　ありがとうございました。

【メッセージ】
―牟田　実は明日、また私どもは議論の場を設け

ます。昨日と今日の議論を踏まえて、もし私ども

に何かメッセージがあれば、いただきたいと思い

ますけれども、いかがでしょうか。

―スターン　私のほうから今回ご出席者に心から

感謝を申し上げたいと思いますし、素晴らしいご

質問をたくさん頂戴したことにも感謝を申し上げ

たいと思います。アメリカの経験に基づきまして、

皆様に対していくらかの洞察力をお示しすること

ができ、何らかのお役に立つことができたならば、

非常に幸いです。このあとも、またお話し合いが

続くということですが、更に何かご質問がありま

したならば、私の名刺を差し上げますので、イン

ターネットを通じてでもＥメールでも、今後も喜

んでお答えしていきたいと思っております。

―牟田　そろそろ時間です。最後に、簡単に昨日

から今日についての議論ですが、特に今日の意見

交換の中で、アメリカでは、例えば連邦記録法、

情報自由法（ＦＯＩＡ）、プライバシー法が非常

に有機的に結び付いていて、その中で、いかにＮ

ＡＲＡが重要な役割を果たしているかという実例

を話していただいて、かなり理解が深まったかと

思います。それから、プライバシー法でも、具体

的なイメージが見えてきたのかなと思います。今

日、スターンさんからいただいた多くの情報を基

に、また明日の午後の議論につなげていきたいと

思います。もし質問しそこねた等がありましたら、

私どもスタッフがおりますので、質問をしてくだ

さい。スターンさんは、まだ日本にいらっしゃい

ますので、確認をします。そういうかたちで、や

らせていただきたいと思います。

最後になりますが、この２日間、非常に貴重な

情報をいただいたスターンさんと、非常に難しい

問題を的確に通訳していただいた白水さんに感謝

の拍手を差し上げて、この会は終わらせていただ

きたいと思います。

（拍手）

長い時間、非常に貴重なご質問をありがとうご

ざいました。


